
A．目的
　長野県の自殺者は平成 10 年に 500 人を超え、500
人から 650 人の間で推移してきた。平成 21 年からは
5 年連続で減少を続け、平成 24 年からは 500 人を下
回っている。平成 26 年に一旦増加したが、平成 27 年
は減少した。
　我々は長野県警察より県内分の自殺者のデータ提供
を受けたので、平成 26 年と平成 27 年のデータを比較
することで、自殺者の傾向について考察する。
B．方法
　長野県警察の協力で、本県の平成 26 年及び平成 27
年の自殺者のデータ提示を受け、自殺者の実態と背景
について比較する。
C．結果
　本県の自殺者数は平成 21 年から全国傾向より 1 年
早く 5 年連続で減少を続け、平成 25 年は 439 人であ
ったが、平成 26 年は対前年比 41 人増加し、480 人に
なり、全国で低下したにもかかわらず増加したため、
全国 1 位の増加率であった。平成 27 年は対前年比 65
人減少し、415 人となった。平年と同じレベルに戻っ
た。
1　年代別分類
　年代別、男女別の自殺者数を比較すると、男性の
40 歳代、70 歳代が増加した。特に 40 歳代の男性は
49 人から 67 人となり、男性の年齢別に占める割合で
は、14.3％ から 22.2％ へ増加した。70 歳代男性は、
8.5％ から 11.6％ へ増加した。50 歳代男性は、21.3％
から 16.2％ へ減少した。10 代の自殺者数については、
平成 26 年は 17 人（3.5％）、平成 27 年は 12 人（2.9％）
であった。
2　原因・動機別分類
　自殺の 3 大原因・動機は「健康問題」、「家庭問題」、

「経済問題」で、平成 26 年と同様だった。また各原
因・動機とも平成 26 年と比較して大きな増減は見ら

れなかった。
①　健康問題
　うつ病については、平成 26 年は男性 20.4％、女性
39.4％、平成 27 年は男性 20.9％、女性 38％ と大きな
変化はなかったが、男女ともうつ病が占める割合は最
も高かった。また身体の病気は、男性については 14.9
％ から 17.9％、女性については 16.8％ から 16.1％ と
男性がやや増加した。
　年代別に見ると、40 歳代と 50 歳代の働き盛り世代
はうつ病の占める割合が大きく、60 歳代以上の高齢
者は身体の病気の占める割合が大きかった。
②　経済・生活問題
　男性については、平成 26 年は 29.5％、平成 27 年は
33.8％ と「健康問題」に次いで割合が大きかった。
　「経済・生活問題」の中では、平成 26 年は男女合わ
せて「生活苦」が 36 人、「多重債務」が 17 人であっ
たが、平成 27 年は「生活苦」が 26 人、「多重債務」
が 24 人であった。
③　家庭問題
　女性については、平成 26 年は 20.4％、平成 27 年は
21.9％ と「健康問題」に次いで割合が大きかった。
　総数は少ないが、男女とも「親子関係」が増加して
いた。また 50 歳代以上で「介護・看病」が平成 26 年
は 6 人、平成 27 年は 8 人であった。
3　職業別分類
　職業別では、「無職者」が 236 人（56.9％）と最も
多く、続いて「被雇用者」が 140 人（33.7％）「自営
業」が 34 人（8.2％）の順となっていた。
D．考察
　長野県の自殺者数は平成 21 年から減少を続け、平
成 25 年は 439 人であったが、平成 26 年は対前年比
41 人増加し、480 人になり、平成 27 年は対前年比 65
人減少し、415 人となった。その要因としては、30 歳
代、50 歳代、60 歳代の自殺者数の減少が影響してい
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る。一方 40 歳代男性と 70 歳代男性の自殺者数は増加
している。原因を重ねて見ると、40 歳代の男性は

「生活苦」や「多重債務」等の経済・生活問題の関与
が強く、70 歳代の男性は「身体の病気」の健康問題
の関与が強いことがうかがわれる。
　40 歳代男性の 25％ が無職であり、「生活苦」に結
び付く状況がうかがわれる。また 40 歳代男性の 25.4
％ は自殺の原因が「うつ病」であり、「うつ病」への
対応も重要である。40 歳代男性の自殺数の増加は、
他の年代の自殺者数が減少傾向にある中、看過できな
い状況である。当県では、多重債務や家庭問題等につ
いて弁護士が相談に応じ、併せて保健師による健康相
談を行う「くらしと健康の相談会」を行っているが、
上記の状況を踏まえても当相談会は必要であると思わ
れる。
　性別、年齢別に関係なく、「うつ病」は自殺の原因
として全体の 3 割近くを占めている。中でも 40 歳代
～60 歳代で「うつ病」の関与が強い。依然として

「うつ病」の自殺への関与は強く、早期に適切な医療
に繋げ、専門家による継続した支援が行われるよう一
層の取り組みが必要である。また働き盛りの世代に

「うつ病」の関与が強いことから職場におけるメンタ
ルケアの取り組みも重要である。平成 27 年 12 月から
従業員が 50 人以上の事業所に対して、年 1 回のスト
レスチェックの実施が義務付けられた。今後この制度
が有効に活用されることを期待したい。
　平成 27 年の 40 歳代～60 歳代の無職者は 84 人で、
4 割を占めている。無職者には支援が届きにくい状況
がある。今後はハローワークとも連携し、雇用相談に
併せて健康相談の機会の提供を図るなどの工夫が必要
であると思われる。
　60 歳代以上の高齢者では「身体の病気」が大きな
要因になっている。また平成 27 年は、前年に比べ

「家族関係」が高齢者の自殺の原因として増加してい
る。核家族化等の影響により高齢者は孤立しがちであ
る。自身の健康や家族との関わり等について一人で抱
え込むことなく気軽に相談できるよう、身近な相談機
関について更なる周知が必要である。
　50 歳代以上の自殺の原因で「介護・看病」が平成
26 年は 6 人、平成 27 年は 8 人であった。少数ではあ
るが、現在の少子高齢化の社会にとっては見過ごすこ
とが出来ない問題である。働き盛りの世代が自身の仕
事や生活を犠牲にすることなく親の介護を担える体制
づくりの推進を図ることが重要であるが、まずは一人

で抱え込むことがないように身近な相談機関について
周知していくことが必要であると思われる。
　10 代の自殺者数については、平成 27 年は対前年比
5 人減少したが、構成比を見ると、平成 27 年は長野
県 2.9％、全国 2.3％ と全国より高い状態である。自
殺の原因は「学校問題」の占める割合が高い。思春期
の心の問題に取り組む関係者や教育機関と連携し、心
の健康や不調になった時の対処方法等について啓発活
動を行っていく必要性がある。
　自殺対策の推進のためには、地域、職域、教育機関、
行政機関、医療機関等あらゆる関係機関との連携が必
要であることが確認された。個々の機関ができること
には限界があるが、連携を強化することで対応の幅が
広がることが期待できる。社会全体で自殺対策に取り
組むことが必要である。
E．まとめ
　今回、平成 26 年と平成 27 年の自殺者のデータを比
較し考察を行った。自殺者数は減少傾向にあるが、思
春期から高齢者まであらゆる年代に対し、うつ病など
の精神疾患や多重債務などの経済・生活問題、学校や
職場におけるメンタルヘルス対策等、様々な課題への
取り組みを継続していくことの必要性を確認すること
ができた。当センターも引き続き、自殺対策に関する
相談、研修、普及啓発等に取り組んでいきたい。
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